
太平洋クロマグロの資源管理について

■ 太平洋クロマグロは、日本をはじめ各国で漁獲してきた結果、資源が激減したことから、中西部太平洋
まぐろ類委員会（ＷＣＰＦＣ）での国際合意に基づき、親魚資源量を回復させるため、「30㎏未満の小型
魚を2002～2004年平均漁獲実績の半分までしか獲らない」、「３０㎏以上の大型魚は2002～2004年の
平均漁獲実績から増加させない」という漁獲量の上限を設定するなど厳しい資源管理措置に取り組むこと
となった。

■ これを受け、日本の漁業者は、一本釣り漁業を含め全ての漁法で厳しい資源管理に取り組んでおり、第４
管理期間（平成３０年７月）から海洋生物資源の保存及び管理に関する法律に基づく漁獲可能量（ＴＡＣ）
管理が行われ、令和２年１２月１日以降は、改正漁業法に基づいてＴＡＣ管理が行われている。

資源の種類 管理の対象となる期間 知事管理量

北海道クロマグロ（小型魚）漁業
(30kg未満) 令和６年４月１日から

令和７年３月31日まで

113.0トン

北海道クロマグロ（大型魚）漁業
(30kg以上)

320.7トン

【令和６管理年度 当初における漁獲可能量】

※ＴＡＣとは、Ｔｏｔａｌ Ａｌｌｏｗａｂｌｅ Ｃａｔｃｈ（ 漁獲可能量）の略。
魚種ごとに年間の漁獲可能量を定め、水産資源の適切な保存・管理を行う制度。
サンマ、スケトウダラ、マアジ、マイワシ等９魚種で実施中。
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○クロマグロの遊漁について

○令和６年度 広域漁業調整委員会指示の内容

１ クロマグロ（小型魚）の採捕の制限 遊漁者による小型魚の採捕を禁止。意図せず採捕した場合は直ちに海中に放流しなけれ
ばならない。

２ クロマグロ（大型魚）の採捕の制限
（１）１人１日あたり１尾を超えて大型魚を保持してはならない。大型魚を保持した者が別の大型魚を採捕した場合は、直ちに

海中に放流しなければならない。
（２）遊漁者が大型魚を採捕した場合は、陸揚げ後３日以内に重量等を水産庁に報告しなければならない。
（３）委員会会長は、大型魚の採捕が、漁獲可能量制度に基づくくろまぐろの資源管理の枠組み又は遊漁者による資源管理の取

組に支障を来すおそれがあると認めるときは、期間を定め、遊漁者による大型魚の採捕を禁止する旨、公示する。
※期間指定の考え方 ・全海区における採捕数量が以下の表の上段の時期ごとに下段の数量を超えるおそれがある場合：
当該時期の末日まで採捕を禁止する。

３ 委員会指示に違反した者への対応
違反が確認された場合、直ちに農林水産大臣名で広域漁業調整員会の指示に従うべき旨の命令（裏付け命令）を発出し、

再度違反が認められた場合は、漁業法第191条に基づき、罰則（1年以下の懲役若しくは50万円以下の罰金）を適用する。
４ 指示の有効期間 この指示の有効期間は、令和６年４月１日から令和７年３月31日までとする。

太平洋クロマグロの資源管理について

クロマグロについて、国際的な資源管理措置に基づき、漁業者に対し厳格な数量管理を実施しており、
遊漁についても、一定の管理を行う必要性が生じ、令和３年６月から広域漁業調整委員会指示による規
制を導入した。

時期 R６年
４～５月

６月 ７月 ８～９月 10～12月 令和７年
１月

２～３月

数量 ５トン ７トン ７トン ７トン ５トン ５トン ※

※概ね40トンから全海区における令和6年4月1日から令和7年1月31日までの採捕数量の累計を差し引いた数量
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太平洋クロマグロの資源管理について

クロマグロ遊漁をめぐっては、令和6年12月12日に広域漁業調整委員会の下に、
クロマグロ遊漁関係者、漁業関係者及び学識経験者により構成される「くろまぐろ
遊漁専門部会」が設置され、今後のクロマグロ遊漁の管理の方向性について検討が
行われている。

具体的には、
(ア)令和7年4月から始まる新たなシーズンに適用される広域漁業調整委員会指示に

規定されるルールのほか、
(イ)新たな管理方策として、届出制を導入することについて検討・議論が行われて

いるところ。
→ 詳細は別紙資料（水産庁資料）参照

（URL：https://www.jfa.maff.go.jp/j/yugyo/y_kuromaguro/attach/yugyosennmonnbukai.html）

○今後のクロマグロ遊漁の管理の方向性について
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○ 委員会指示の有効期間を延長を検討
（会長による裏付命令の申請の迅速化については措置済み）

Ⅰ 第１回合同会議でおおむね意見の集約が図られた事項

① 採捕上限の設定時期等の見直し
複数月の設定をやめて、毎月均等に設定する（上限数量６０トン÷１２月＝5トン／月）。

② バッグリミットについて
１人１日１尾までから１人１月１尾にする。

（１）採捕期間が短いことに対する対応

① 採捕報告の期限
陸揚げ後3日以内から1日以内に短縮

② 報告内容に以下を追加する
・採捕したクロマグロの写真
・計量方法（秤、目測など）
・尾さ長（ふん端から尾さまでの長さ）
・プレジャーボートの船舶番号
・陸揚げ場所

③ 上記の記載のほか、二重認証システム（電話番号認証）の導入

（２）採捕報告の正確性等を向上させるための対応

（３）裏付け命令による違反の抑止効果を高めるための対応
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（１）届出制の開始時期
・周知・準備期間をどの程度とすることが望ましいか。
・管理年度の途中から開始するか、管理年度に合わせるか。
【開始時期の例】
（例１）沿岸くろまぐろ漁業のように、2、3か月程度の周知・準備期間を経て令和７年度前半（６～

７月頃）から開始
（例２）令和７年度後半（10月頃）から開始
（例３）令和８年度から開始

（２）届出の対象
・ 釣り人（採捕を行う予定の者）だけでなく、遊漁船業者及び遊漁船以外の船舶を運航する者（PB

運航者）に届出をさせることとするか。
・ヒラマサ等の大型の浮き魚を釣るのが主目的であっても、クロマグロを採捕する可能性がある場合

も届出の対象とするべきか。

（３）届出のタイミング
・ 釣り人：釣りに行く数日前まで／釣りに行く週の前週●日／届出期間の当初（年１回）など
・ 遊漁船業者及び遊漁船以外の船舶を運航する者：届出期間の当初（年１回）など

届出制の導入にあたっての検討事項 ①
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（４）届出事項
① 釣り人（採捕予定者）

・ 氏名、住所、電話番号、メールアドレス
・ その他（出入港予定場所、使用予定船舶名など）

② 遊漁船業者及び遊漁船以外の船舶を運航する者
・ 氏名、住所、電話番号、メールアドレス
・ 船舶の番号（遊漁船登録番号（遊漁船）、船舶番号（プレジャーボート））
・ その他（出入港予定場所 など）

（５）届出方法
・ アプリによる届出（※）、メールなどによる届出

（※）アプリによる届出の場合は、システムの開発が必要であり、一定の期間が必要。

（６）未届出者への対応
・未届出者が採捕した場合の対応のあり方。

届出制の導入にあたっての検討事項 ②

【仮に令和８年度から開始する場合の流れ（イメージ）】

・令和７年夏～秋頃に、届出制を規定した広域漁業調整委員会指示を決定・発出。

・令和８年４月1日～令和９年３月31日までの間に、くろまぐろを採捕しようとする釣り人は、釣りに行く●日
前までに届出なければならない。

・令和８年４月1日～令和９年３月31日までの間に、くろまぐろを採捕しようとする釣り人を案内する遊漁船業
者及び遊漁船以外の船舶を運航する者は、令和８年3月●日までに届出なければならない。

８

周知やシステム開発などの準備を実施。


